
お伝えしたいポイント

2022年10⽉のトピックス
〜先進国への⽣産回帰が追い⾵となり、

各種産業向け⽔処理ソリューションのニーズが⾼まる〜

2022年11⽉24⽇
※当資料は、アクサ・インベストメント・マネージャーズ（以下、アクサIM）が提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成したものです。

・半導体製造では、⽔がカギに
・COP27、世界の⾜並み揃うか
・EU、ガソリン⾞の2035年販売禁⽌

クリーンテック株式ファンド（資産成⻑型）
（愛称︓みらいEarth S成⻑型）

10⽉のグローバル株式市場は、インフレ鎮静化の兆しが⾒えたこと、7-9⽉期企業決算発表が始まり、
これまでのところ予想よりも良い結果が出ていることなどを受けて反発しました。⼤半の地域がプラスの
リターンを記録しましたが、中国市場だけは例外で、習近平総書記（国家主席）が3期⽬に⼊り指導体制
を強化したことへの警戒感から急落しました。セクター別ではエネルギーおよび情報技術セクターが市場
全体を上回るパフォーマンスとなった⼀⽅、消費関連セクターは出遅れました。グロース株とバリュー株
はどちらもプラスのリターンとなりましたが、グロース株がバリュー株を下回るパフォーマンスとなりま
した。

クリーンテック戦略は10⽉にプラスリターンとなりましたが、世界株式（MSCI ACWI、⽶ドルベー
ス）は下回りました。当⽉は、主として欧州や北⽶の保有銘柄の株価上昇がプラス寄与となりました。
「スマートエネルギー」および「低炭素輸送」は市場全体に対して遅れをとりましたが、「持続可能な⾷
糧供給」関連分野の保有銘柄は堅調でした。

半導体製造などでは⼤量かつ⾼純度の⽔が必要
環境汚染防⽌関連分野ではエヴォクア・ウォーター・テクノロジーズが特に好調でした。同社は上下⽔

処理ソリューションにおけるリーディングカンパニーで、医薬品、化学、マイクロエレクトロニクス、⾷
品・飲料など幅広い業種のエンド市場にサービスを提供しています。戦略的な価格決定⼒、燃料および鉄
鋼価格の低下などによって収益が押し上げられました。また、今後は⽶国内への半導体製造などになると
⾒られ、中でも半導体製造など⼤量かつ⾼純度の⽔を必要とする業界が有望です。

その他、持続可能な⾷糧供給関連分野の⽶⼤⼿農機メーカー、ディアは⼤規模農業⽤機器の買い替えサ
イクル、サプライチェーン問題の緩和、農家のセンチメント改善などの恩恵によってプラス寄与となりま
した。ディアは同セクターにおける最も質の⾼い企業の⼀つで、好業績を受けて営業利益⽬標を引き上げ
ました。

▼QRコードを読み込んで動画を視聴
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10⽉下旬にEUは、2035年にガソリン⾞など内燃機関⾞の販売を事実上禁⽌することで合意しました。
これにより、CO2を排出する乗⽤⾞と⼩型商⽤⾞は、ハイブリッド⾞を含め今後販売できなくなります。
EU内では、EVへの移⾏が急速に進むとみられます。欧州⼤⼿⾃動⾞メーカーのEVシフトが既に続いてお
り、このEUの措置により関連分野も含めた設備投資の加速が続くと考えます。

EU、ガソリン⾞の2035年販売禁⽌で合意

なお、11⽉6⽇から18⽇まで、地球の温暖化防⽌対策などを話し合う第27回国連気候変動枠組み条約締
約国会議（COP27）がエジプトで開催されます。ウクライナ戦争やエネルギー危機の厳しい環境下、異常
気象に苦しんでいる途上国⽀援などが焦点となっています。困難な状況ではありますが、COP27を通じて
地球規模の気候変動対策に関して段階的に前進するとみられています。

様々な課題はあるものの、⻑期的にはエネルギー移⾏に対する政策の後押しは⼀段と強まっており、主
要国の⼤半で重要な脱炭素計画が策定されています。欧州連合（EU）は、2030年までに「温室効果ガス
55%削減⽬標」を掲げ、主導的な⽴場にあります。中国は2030年までに⼆酸化炭素排出量をピークアウ
トし、2060年までにネットゼロを実現する⽬標によって、世界⼀の排出国として正しい⽅向へ向かって⼤
きく前進しました。⽶国のインフレ抑制法は同国の歴史上最⼤の気候問題に対する投資であり、同国の
CO2排出量を2030年までに⼤幅に削減する助けになると⾒られます。また、世界中の企業からも気候変動
に向けた⼤幅な前進が⾒られます。

これらの⽬標を達成するためには、再⽣可能エネルギーや電気⾃動⾞（EV）などの分野に多額の投資が
必要となります。引き続き、⾼い技術⼒と競争優位性のある質の⾼いクリーンテック関連企業に投資する
ことにより、地球環境を守るための政策の後押しや⼈々の⾏動の変化を背景に⻑期的な成⻑が期待できる
と考えます。

環境汚染防⽌分野では、⽔処理ソリューション関連が注⽬されてい
ます。上下⽔道だけでなく、医薬品や半導体製造などで産業向け
ニーズが⾼まっています。 ※写真はイメージです。

COP27で気候変動対策の段階的な前進に期待
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※アクサ・インベストメント・マネージャーズについて

アクサ・インベストメント・マネージャーズ（アクサIM）は責任ある資産運⽤会社であり、⻑期的なアクティブ運⽤を⾏うことで、お客様、従業
員、そして世界の繁栄を⽀援しています。当社の確信度の⾼い運⽤アプローチにより、代替資産クラスおよび伝統的資産クラス全般で最も
良好な投資機会と考えられるものを追求しています。2021年3⽉末時点で約8,690億ユーロの運⽤資産残⾼を有しています。

アクサIMは、グリーン、社会、サステナブル市場における先進的な投資家であり、2021年3⽉末時点で5,740億ユーロにおよぶESG（環
境、社会、ガバナンス）統合済みのサステナブルおよびインパクト資産を運⽤しています。当社は、2050年までに、全運⽤資産における温
室効果ガス排出のネットゼロ達成をコミットしており、株式銘柄選択から企業⾏動や⽂化に⾄る当社の事業にESG原則が組み込まれてい
ます。当社の⽬標は、社会と環境に有意義な変化をもたらしつつ、お客様に真に価値のある責任投資ソリューションをご提供することです。

アクサIMは20カ国27拠点において2,440名余の従業員を擁し、グローバルな事業を展開しています。アクサIMは、世界最⼤級の保険お
よび資産運⽤グループであるアクサ・グループの⼀員です。

当ファンドの動向

低炭素輸送関連分野では、シリコンカーバイド素材および機器の主要サプライヤーであるウルフスピー
ドの株価が下落し、マイナス寄与となりました。同社の業績は、古くからあるノースカロライナ州ダーハ
ム⼯場において部品不⾜により⽣産が低下したことに影響を受けました。しかしながら、この問題は⼀時
的なものであり、同社の⻑期的な成⻑⾒通しには引き続き確信を持っています。EVや⾼性能アプリケー
ションに⽤いられる同社のシリコンカーバイド半導体は、従来のシリコン・ベース半導体に⽐べてパワー
転換効率が⾼く、⾼⽔準の需要が⾒込まれると同社では⾒ています。

スマートエネルギー関連分野では、半導体受託製造最⼤⼿TSMCがマクロ経済環境の悪化とそれに伴う
半導体需要への影響に対する懸念から株価が下落し、マイナス寄与となりました。当⽉、アップル社が
iPhone14向けプロセッサーの発注数を削減するという報道や、半導体メーカー、アドバンスト・マイク
ロ・デバイセス(AMD)社から⾼価格帯スマートフォンの需要やクラウドコンピューティングへの投資が弱
含むことを⽰唆する弱気のコメントがありました。こうしたニュースの影響もあり、TSMCの株価は年初
来で⼤きく調整していますが、最先端半導体の受託製造において独占的な地位を占め、強い価格決定⼒を
持つ同社の⻑期的な成⻑性から鑑みて、⾮常に魅⼒的な株価⽔準にあると考えています。

※当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を⽬的とするものではありません。
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基準価額・純資産の推移（2022年10⽉31⽇現在）

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧ください）。
※上記は過去の実績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

基準価額 14,227 円
純資産総額 503億円

当初設定⽇（2020年7⽉31⽇）〜2022年10⽉31⽇
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ファンドの⽬的・特⾊

ファンドの目的 
 

●日本を含む世界のクリーンテック関連企業の株式に投資し、信託財産の成長をめざします。 
 
ファンドの特色 
  

1． 日本を含む世界のクリーンテック関連企業の株式に投資します。 
※株式…DR（預託証券）を含みます。 
 クリーンテック関連企業とは 

環境にやさしい輸送手段の利用、代替エネルギーへの移行、より健康的な食生活と持続可能な食糧供給の実現、
水資源の保全や再利用、廃棄物削減などを促す活動を事業の中心に据える企業をいいます。 
※上記は一例であり、上記以外にも投資する可能性があります。 

2． 株式の運用は、アクサ・インベストメント・マネージャーズが担当します。 
 アクサ・インベストメント・マネージャーズについて 

責任投資において長年にわたる実績を有するアクサ・インベストメント・マネージャーズは、世界 大級の保
険・資産運用グループであるアクサ・グループの資産運用部門です。 

3． 当ファンドは、以下の２本の投資信託証券に投資する「ファンド・オブ・ファンズ」です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 
 

投資リスク

● 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ
れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 

 
「株価の変動（価格変動リスク・信用リスク）」、「特定の業種への集中投資リスク」、「為替変動リスク」、「カントリー・
リスク」、「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※ 新興国には先進国とは異なる新興国市場のリスクなどがあります。 
※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 
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ファンドの費⽤
 

 
（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すこと

ができません。 
※ 購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせください。 
※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

〈上限〉3.3%（税抜 3.0%） 

購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、 

取引執行等の対価です。 

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 — 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 

（ 信 託 報 酬 ） 

年率 1.144％ 

（税抜 1.04％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対して左記

の率を乗じて得た額とします。 

 
投資対象とする

投 資 信 託 証 券 

年率 0.5731％ 

（税抜 0.521%） 
投資対象ファンドにおける運用管理費用等です。 

実 質 的 に 負 担 す る 

運 用 管 理 費 用 
年率 1.7171％（税込）程度 

そ の 他 の 費 用 ・ 

手 数 料 
（注） 

監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オプショ

ン取引等に要する費用、資産を外国で保管する場合の費用等を信託

財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運⽤実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を⽰唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を⽰すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を⽬的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、⽰唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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2022年10月31日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第12号 ○  

株式会社愛媛銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第6号 ○  

株式会社沖縄海邦銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長(登金)第3号 ○  

株式会社鹿児島銀行
(委託金融商品取引業者
九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長(登金)第2号 ○  

株式会社北九州銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第117号 ○ ○  

岐阜信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第35号 ○  

株式会社きらぼし銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第53号 ○ ○  

株式会社きらぼし銀行
(委託金融商品取引業者
きらぼしライフデザイン証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第53号 ○ ○  

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第6号 ○  

株式会社新生銀行
(委託金融商品取引業者　株式会社ＳＢＩ証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○  

株式会社栃木銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第57号 ○  

株式会社富山銀行 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第1号 ○  

株式会社長野銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第63号 ○  

株式会社肥後銀行
(委託金融商品取引業者
九州ＦＧ証券株式会社)

登録金融機関 九州財務局長(登金)第3号 ○  

三井住友信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第649号 ○ ○ ○  

株式会社もみじ銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第12号 ○ ○  

株式会社山口銀行 登録金融機関 中国財務局長(登金)第6号 ○ ○  

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ 

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第191号 ○  

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○ 

岡安証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第8号 ○  

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長(金商)第18号 ○  

きらぼしライフデザイン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3198号 ○  

島大証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長(金商)第6号 ○  

西村証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第26号 ○  

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第19号 ○ ○  

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第181号 ○ ○  

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第8号 ○  

クリーンテック株式ファンド（資産成長型）（愛称：みらいEarth S成長型）　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。 8/8




